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１ 感染症の類型および疾患名 

類 型 疾患名 

一類感染症 

 

エボラ出血熱，クリミア・コンゴ出血熱，痘そう， 

南米出血熱，ペスト，マールブルグ病，ラッサ熱 

二類感染症 急性灰白髄炎，結核，ジフテリア， 

重症急性呼吸器症候群（病原体がベータコロナウイルス属 SARS

コロナウルスであるものに限る。）， 

中東呼吸器症候群（病原体がベータコロナウイルス属 MERS コ

ロナウイルスであるものに限る。）， 

鳥インフルエンザ（H5N1），鳥インフルエンザ（H7N9） 

三類感染症 コレラ，細菌性赤痢，腸管出血性大腸菌感染症，腸チフス， 

パラチフス 

四類感染症 E型肝炎，ウエストナイル熱，A型肝炎，エキノコックス症， 

エムポックス，黄熱，オウム病，オムスク出血熱，回帰熱， 

キャサヌル森林病，Q熱，狂犬病，コクシジオイデス症， 

ジカウイルス感染症， 

重症熱性血小板減少症候群（病原体がフレボウイルス属 SFTSウ

イルスであるものに限る。）， 

腎症候性出血熱，西部ウマ脳炎，ダニ媒介脳炎，炭疽， 

チクングニア熱，つつが虫病，デング熱，東部ウマ脳炎， 

鳥インフルエンザ（H5N1 および H7N9 を除く。）， 

ニパウイルス感染症，日本紅斑熱，日本脳炎， 

ハンタウイルス肺症候群，Bウイルス病，鼻疽，ブルセラ症， 

ベネズエラウマ脳炎，ヘンドラウイルス感染症，発しんチフス，

ボツリヌス症，マラリア，野兎病，ライム病， 

リッサウイルス感染症，リフトバレー熱，類鼻疽， 

レジオネラ症，レプトスピラ病，ロッキー山紅斑熱 

五類感染症 インフルエンザ（鳥インフルエンザ及び新型インフルエンザ等

感染症を除く。）， 

ウイルス性肝炎（E型肝炎及び A型肝炎を除く。）， 

クリプトスポリジウム症，後天性免疫不全症候群， 

性器クラミジア感染症，梅毒，麻しん， 

メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染症，アメーバ赤痢， 

RSウイルス感染症，咽頭結膜熱，Ａ群溶血性レンサ球菌咽頭炎， 

カルバペネム耐性腸内細菌目細菌感染症，感染性胃腸炎， 
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類 型 疾患名 

五類感染症（続き） 急性弛緩性麻痺（急性灰白髄炎を除く。），急性出血性結膜炎，

急性脳炎（ウエストナイル脳炎，西部ウマ脳炎，ダニ媒介脳炎，

東部ウマ脳炎，日本脳炎，ベネズエラウマ脳炎及びリフトバ 

レー熱を除く。）， 

クラミジア肺炎（オウム病を除く。）， 

クロイツフェルト・ヤコブ病，劇症型溶血性レンサ球菌感染症， 

細菌性髄膜炎（侵襲性インフルエンザ菌感染症，侵襲性髄膜炎

菌感染症及び侵襲性肺炎球菌感染症を除く。），ジアルジア症， 

新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属

のコロナウイルス（令和２年１月に，中華人民共和国から世界

保健機関に対して，人に伝染する能力を有することが新たに報

告されたものに限る。）であるものに限る。）， 

侵襲性インフルエンザ菌感染症，侵襲性髄膜炎菌感染症， 

侵襲性肺炎球菌感染症，水痘，性器ヘルペスウイルス感染症， 

尖圭コンジローマ，先天性風しん症候群，手足口病， 

伝染性紅斑，突発性発しん，播種性クリプトコックス症， 

破傷風，バンコマイシン耐性黄色ブドウ球菌感染症， 

バンコマイシン耐性腸球菌感染症，百日咳，風しん， 

ペニシリン耐性肺炎球菌感染症，ヘルパンギーナ， 

マイコプラズマ肺炎，無菌性髄膜炎， 

薬剤耐性アシネトバクター感染症，薬剤耐性緑膿菌感染症， 

流行性角結膜炎，流行性耳下腺炎，淋菌感染症 

新型インフルエン

ザ等感染症 

新型インフルエンザ（新たに人から人に伝染する能力を有する

こととなったウイルスを病原体とするインフルエンザであっ

て，一般に国民が当該感染症に対する免疫を獲得していないこ

とから，当該感染症の全国的かつ急速なまん延により国民の生

命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められる

ものをいう。）， 

再興型インフルエンザ（かつて世界的規模で流行したインフル

エンザであってその後流行することなく長期間が経過してい

るものとして厚生労働大臣が定めるものが再興したものであ

って，一般に現在の国民の大部分が当該感染症に対する免疫を

獲得していないことから，当該感染症の全国的かつ急速なまん

延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれが

あると認められるものをいう。）， 
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類 型 疾患名 

新型インフルエン

ザ等感染症（続き） 

新型コロナウイルス感染症（新たに人から人に伝染する能力を

有することとなったコロナウイルスを病原体とする感染症で

あって，一般に国民が当該感染症に対する免疫を獲得していな

いことから，当該感染症の全国的かつ急速なまん延により国民

の生命および健康に重大な影響を与えるおそれがあると認め

られるものをいう。）， 

再興型コロナウイルス感染症（かつて世界的規模で流行したコ

ロナウイルスを病原体とする感染症であってその後流行する

ことなく長期間が経過しているものとして厚生労働大臣が定

めるものが再興したものであって，一般に現在の国民の大部分

が当該感染症に対する免疫を獲得していないことから，当該感

染症の全国的かつ急速なまん延により国民の生命および健康

に重大な影響を与えるおそれがあると認められるものをい

う。）， 

指定感染症 既に知られている感染性の疾病（１類感染症，２類感染症， 

３類感染症及び新型インフルエンザ等感染症を除く。）であっ

て，法第３章から第７章までの規定の全部又は一部を準用しな

ければ，当該疾患のまん延により国民の生命及び健康に重大な

影響を与えるおそれがあるものとして政令で定めるものをい

う。 
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２ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の主な措置の 

 適用 

 

一類感染症 二類感染症 三類感染症 四類感染症 五類感染症
新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等

感染症

疾病名の規定方法
(第6条)

法律 法律 法律 法律・省令 法律・省令 法律

疑似症患者への適用
(第8条第1項・第2項)

〇 〇
(政令で定める感染症)

× × × 〇

無症状病原体保有者への適用
(第8条第3項）

〇 × × × × 〇

医師の届出
(第12条)

〇
(直ちに）

〇
(直ちに）

〇
(直ちに）

〇
(直ちに）

〇
(直ちに/7日以内)

〇
(直ちに）

獣医師の届出
(第13条）

〇 〇 〇 〇 × 〇

積極的疫学調査の実施
(第15条)

〇 〇 〇 〇 〇 〇

健康診断受診の勧告・実施
(第17条)

〇 〇 〇 × × 〇

就業制限
(第18条)

〇 〇 〇 × × 〇

入院の勧告・措置・移送

(第19条～第21条，第26条※１)
〇 〇 × × × 〇

検体の収去・採取等
(第26条の3，第26条の4）

〇 〇 × × × 〇

汚染された場所の消毒
(第27条)

〇 〇 〇 〇 × 〇

ねずみ・昆虫等の駆除

(第28条，第44条の4※２)
〇 〇 〇 〇 × 〇

(政令で定められた場合)

汚染された物件の廃棄等
(第29条)

〇 〇 〇 〇 × 〇

死体の移動制限
(第30条)

〇 〇 〇 × × 〇

生活用水の使用制限

(第31条，第44条の4※２）
〇 〇 〇 × × 〇

(政令で定められた場合)

建物の立入制限・封鎖

(第32条，第44条の4※２）
〇 × × × × 〇

(政令で定められた場合)

交通の制限

(第33条，第44条の4※２）
〇 × × × × 〇

(政令で定められた場合)

外出の自粛要請
(第44条の3)

× × × × × 〇

動物の輸入禁止・輸入検疫
(第54条，第55条)

〇 〇 〇 〇 × 〇

※１　第２６条の準用により，二類感染症及び新型インフルエンザ等感染症についても一類感染症と同様の措置を適用
※２　第４４条の４の規定により，新型インフルエンザ等感染症についても，政令で定める内容に準じて一類感染症と同様の措置を
　　適用（２年以内の政令で定める期間に限る）
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３ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（一部抜粋） 

   第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関し必要な措置を定

めることにより、感染症の発生を予防し、及びそのまん延の防止を図り、もって公衆衛生

の向上及び増進を図ることを目的とする。 

（基本理念） 

第二条 感染症の発生の予防及びそのまん延の防止を目的として国及び地方公共団体が講

ずる施策は、これらを目的とする施策に関する国際的動向を踏まえつつ、保健医療を取り

巻く環境の変化、国際交流の進展等に即応し、新感染症その他の感染症に迅速かつ適確に

対応することができるよう、感染症の患者等が置かれている状況を深く認識し、これらの

者の人権を尊重しつつ、総合的かつ計画的に推進されることを基本理念とする。 

（獣医師等の責務） 

第五条の二 （略） 

２ 動物等取扱業者（動物又はその死体の輸入、保管、貸出し、販売又は遊園地、動物園、

博覧会の会場その他不特定かつ多数の者が入場する施設若しくは場所における展示を業

として行う者をいう。）は、その輸入し、保管し、貸出しを行い、販売し、又は展示する

動物又はその死体が感染症を人に感染させることがないように、感染症の予防に関する

知識及び技術の習得、動物又はその死体の適切な管理その他の必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 

（定義等） 

第六条 この法律において「感染症」とは、一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感

染症、五類感染症、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及び新感染症をいう。 

２ この法律において「一類感染症」とは、次に掲げる感染性の疾病をいう。 

一 エボラ出血熱 

二 クリミア・コンゴ出血熱 

三 痘そう 

四 南米出血熱 

五 ペスト 

六 マールブルグ病 

七 ラッサ熱 

３ この法律において「二類感染症」とは、次に掲げる感染性の疾病をいう。 

一 急性灰白髄炎 

二 結核 

三 ジフテリア 

四 重症急性呼吸器症候群（病原体がベータコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルス

であるものに限る。） 

五 中東呼吸器症候群（病原体がベータコロナウイルス属ＭＥＲＳコロナウイルスであ

るものに限る。） 

六 鳥インフルエンザ（病原体がインフルエンザウイルスＡ属インフルエンザＡウイル

スであってその血清亜型が新型インフルエンザ等感染症（第七項第三号に掲げる新型

コロナウイルス感染症及び同項第四号に掲げる再興型コロナウイルス感染症を除く。

第六項第一号及び第二十三項第一号において同じ。）の病原体に変異するおそれが高い 
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ものの血清亜型として政令で定めるものであるものに限る。第五項第七号において「特

定鳥インフルエンザ」という。） 

４ この法律において「三類感染症」とは、次に掲げる感染性の疾病をいう。 

一 コレラ 

二 細菌性赤痢 

三 腸管出血性大腸菌感染症 

四 腸チフス 

五 パラチフス 

５ この法律において「四類感染症」とは、次に掲げる感染性の疾病をいう。 

一 Ｅ型肝炎 

二 Ａ型肝炎 

三 黄熱 

四 Ｑ熱 

五 狂犬病 

六 炭疽 

七 鳥インフルエンザ（特定鳥インフルエンザを除く。） 

八 ボツリヌス症 

九 マラリア 

十 野兎病 

十一 前各号に掲げるもののほか、既に知られている感染性の疾病であって、動物又はそ 

の死体、飲食物、衣類、寝具その他の物件を介して人に感染し、前各号に掲げるものと 

同程度に国民の健康に影響を与えるおそれがあるものとして政令で定めるもの 

６ この法律において「五類感染症」とは、次に掲げる感染性の疾病をいう。 

一 インフルエンザ（鳥インフルエンザ及び新型インフルエンザ等感染症を除く。） 

二 ウイルス性肝炎（Ｅ型肝炎及びＡ型肝炎を除く。） 

三 クリプトスポリジウム症 

四 後天性免疫不全症候群 

五 性器クラミジア感染症 

六 梅毒 

七 麻しん 

八 メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染症 

九 前各号に掲げるもののほか、既に知られている感染性の疾病（四類感染症を除く。） 

であって、前各号に掲げるものと同程度に国民の健康に影響を与えるおそれがあるも 

のとして厚生労働省令で定めるもの 

７ この法律において「新型インフルエンザ等感染症」とは、次に掲げる感染性の疾病をい

う。 

一 新型インフルエンザ（新たに人から人に伝染する能力を有することとなったウイル

スを病原体とするインフルエンザであって、一般に国民が当該感染症に対する免疫を

獲得していないことから、当該感染症の全国的かつ急速なまん延により国民の生命及

び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められるものをいう。） 

二 再興型インフルエンザ（かつて世界的規模で流行したインフルエンザであってその

後流行することなく長期間が経過しているものとして厚生労働大臣が定めるものが再

興したものであって、一般に現在の国民の大部分が当該感染症に対する免疫を獲得し 
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ていないことから、当該感染症の全国的かつ急速なまん延により国民の生命及び健康

に重大な影響を与えるおそれがあると認められるものをいう。） 

三 新型コロナウイルス感染症（新たに人から人に伝染する能力を有することとなった 

コロナウイルスを病原体とする感染症であって、一般に国民が当該感染症に対する免

疫を獲得していないことから、当該感染症の全国的かつ急速なまん延により国民の生

命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められるものをいう。） 

四 再興型コロナウイルス感染症（かつて世界的規模で流行したコロナウイルスを病原

体とする感染症であってその後流行することなく長期間が経過しているものとして厚

生労働大臣が定めるものが再興したものであって、一般に現在の国民の大部分が当該

感染症に対する免疫を獲得していないことから、当該感染症の全国的かつ急速なまん

延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められるものを

いう。） 

８～２４ （略） 

（疑似症患者及び無症状病原体保有者に対するこの法律の適用） 

第八条 一類感染症の疑似症患者又は二類感染症のうち政令で定めるものの疑似症患者に

ついては、それぞれ一類感染症の患者又は二類感染症の患者とみなして、この法律の規定

を適用する。 

２ 新型インフルエンザ等感染症の疑似症患者であって当該感染症にかかっていると疑う

に足りる正当な理由のあるものについては、新型 

インフルエンザ等感染症の患者とみなして、この法律の規定を適用する。 

３ 一類感染症の無症状病原体保有者又は新型インフルエンザ等感染症の無症状病原体保

有者については、それぞれ一類感染症の患者又は新型インフルエンザ等感染症の患者と

みなして、この法律の規定を適用する。 

  第二章 基本指針等 

（基本指針） 

第九条 厚生労働大臣は、感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針（以下

「基本指針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本指針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 感染症の予防の推進の基本的な方向 

二 感染症の発生の予防のための施策に関する事項 

三 感染症のまん延の防止のための施策に関する事項 

四 感染症及び病原体等に関する情報の収集、調査及び研究に関する事項 

五 病原体等の検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項 

六 感染症に係る医療を提供する体制の確保に関する事項 

七 感染症の患者の移送のための体制の確保に関する事項 

八 感染症に係る医療のための医薬品の研究開発の推進に関する事項 

九 感染症に係る医療を提供する体制の確保その他感染症の発生を予防し、又はそのま

ん延を防止するための措置に必要なものとして厚生労働省令で定める体制の確保に係

る目標に関する事項 

十 第四十四条の三第二項又は第五十条の二第二項に規定する宿泊施設の確保に関する

事項 

十一 第四十四条の三の二第一項に規定する新型インフルエンザ等感染症外出自粛対象

者又は第五十条の三第一項に規定する新感染症外出自粛対象者の療養生活の環境整備 
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に関する事項 

十二 第四十四条の五第一項（第四十四条の八において準用する場合を含む。）、第五十一

条の四第一項若しくは第六十三条の三第一項の規定による総合調整又は第五十一条の

五第一項、第六十三条の二若しくは第六十三条の四の規定による指示の方針に関する

事項 

十三 第五十三条の十六第一項に規定する感染症対策物資等の確保に関する事項 

十四 感染症に関する啓発及び知識の普及並びに感染症の患者等の人権の尊重に関する

事項 

十五 感染症の予防に関する人材の養成及び資質の向上に関する事項 

十六 感染症の予防に関する保健所の体制の確保に関する事項 

十七 特定病原体等を適正に取り扱う体制の確保に関する事項 

十八 緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止、病原体等の検査の実施並

びに医療の提供のための施策（国と地方公共団体及び地方公共団体相互間の連絡体制

の確保を含む。）に関する事項 

十九 その他感染症の予防の推進に関する重要事項 

（予防計画） 

第十条 都道府県は、基本指針に即して、感染症の予防のための施策の実施に関する計画

（以下この条及び次条第二項において「予防計画」という。）を定めなければならない。 

２ 前項の予防計画は、当該都道府県における次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 地域の実情に即した感染症の発生の予防及びまん延の防止のための施策に関する事  

 項 

二 感染症及び病原体等に関する情報の収集、調査及び研究に関する事項 

三 病原体等の検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項 

四 感染症に係る医療を提供する体制の確保に関する事項 

五 感染症の患者の移送のための体制の確保に関する事項 

六 感染症に係る医療を提供する体制の確保その他感染症の発生を予防し、又はそのま 

ん延を防止するための措置に必要なものとして厚生労働省令で定める体制の確保に係

る目標に関する事項 

七 第四十四条の三第二項又は第五十条の二第二項に規定する宿泊施設の確保に関する

事項 

八 第四十四条の三の二第一項に規定する新型インフルエンザ等感染症外出自粛対象者

又は第五十条の三第一項に規定する新感染症外出自粛対象者の療養生活の環境整備に

関する事項 

九 第六十三条の三第一項の規定による総合調整又は第六十三条の四の規定による指示

の方針に関する事項 

十 感染症の予防に関する人材の養成及び資質の向上に関する事項 

十一 感染症の予防に関する保健所の体制の確保に関する事項 

十二 緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止、病原体等の検査の実施並

びに医療の提供のための施策（国との連携及び地方公共団体相互間の連絡体制の確保

を含む。）に関する事項 

３ 第一項の予防計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、当該都道府県における感

染症に関する知識の普及に関する事項について定めるよう努めるものとする。 

４ 都道府県は、基本指針が変更された場合には、当該都道府県が定める予防計画に再検討 
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を加え、必要があると認めるときは、これを変更するものとする。都道府県が予防計画の

実施状況に関する調査、分析及び評価を行い、必要があると認めるときも、同様とする。 

５ 厚生労働大臣は、予防計画の作成の手法その他予防計画の作成上重要な技術的事項に

ついて、都道府県に対し、必要な助言をすることができる。 

６ 都道府県は、予防計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、その区域内の感染

症の予防に関する施策の整合性の確保及び専門的知見の活用を図るため、あらかじめ、次

条第一項に規定する都道府県連携協議会において協議しなければならない。 

７ （略） 

８ 都道府県は、予防計画を定め、又はこれを変更するに当たっては、医療法（昭和二十三

年法律第二百五号）第三十条の四第一項に規定する医療計画及び新型インフルエンザ等

対策特別措置法（平成二十四年法律第三十一号）第七条第一項に規定する都道府県行動計

画との整合性の確保を図らなければならない。 

９ 都道府県は、予防計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを厚生労働

大臣に提出しなければならない。 

１０ 厚生労働大臣は、都道府県に対し、前項の規定により提出を受けた予防計画について、

必要があると認めるときは、助言、勧告又は援助をすることができる。 

１１ 都道府県は、厚生労働大臣に対し、第二項第六号に掲げる事項の達成の状況を、毎年

度、厚生労働省令で定めるところにより、報告しなければならない。 

１２ 厚生労働大臣は、前項の規定による報告を受けたときは、必要に応じ、厚生労働省令

で定めるところにより、その内容を公表するものとする。 

１３ 第十項の規定は、第十一項の規定により受けた報告について準用する。 

１４ 保健所設置市等は、基本指針及び当該保健所設置市等の区域を管轄する都道府県が

定める予防計画に即して、予防計画を定めなければならない。 

１５ 前項の予防計画は、当該保健所設置市等における次に掲げる事項について定めるも

のとする。 

一 第二項第一号、第三号、第五号、第八号及び第十号から第十二号までに掲げる事項 

二 病原体等の検査の実施体制の確保その他感染症の発生を予防し、又はそのまん延を

防止するための措置に必要なものとして厚生労働省令で定める体制の確保に係る目標

に関する事項 

１６ 第十四項の予防計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、当該保健所設置市等

における第二項第二号及び第七号に掲げる事項並びに感染症に関する知識の普及に関す

る事項について定めるよう努めるものとする。 

１７ 保健所設置市等は、予防計画を定め、又はこれを変更するに当たっては、新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法第八条第一項に規定する市町村行動計画との整合性の確保を

図らなければならない。 

１８ 第四項から第六項まで及び第九項から第十三項までの規定は、保健所設置市等が定

める予防計画について準用する。この場合において、第四項中「基本指針」とあるのは「基

本指針又は当該保健所設置市等の区域を管轄する都道府県が定める予防計画」と、第九項

中「厚生労働大臣」とあるのは「都道府県に提出しなければならない。この場合において、

当該提出を受けた都道府県は、遅滞なく、これを厚生労働大臣」と、第十項及び第十一項

中「厚生労働大臣」とあるのは「都道府県」と、同項中「第二項第六号」とあるのは「第

十五項第二号」と、「ならない」とあるのは「ならない。この場合において、当該報告を

受けた都道府県は、速やかに、当該報告の内容を厚生労働大臣に報告しなければならない」 
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と、第十二項中「前項」とあるのは「第十八項において読み替えて準用する前項後段」と

読み替えるものとする。 

１９ 医療機関、病原体等の検査を行っている機関及び宿泊施設の管理者は、第一項及び第

十四項の予防計画の達成の推進に資するため、地域における必要な体制の確保のために

必 要な協力をするよう努めなければならない。 

（都道府県連携協議会） 

第十条の二 都道府県は、感染症の発生の予防及びまん延の防止のための施策の実施に当

たっての連携協力体制の整備を図るため、都道府県、保健所設置市等、感染症指定医療機

関、診療に関する学識経験者の団体及び消防機関（消防組織法（昭和二十二年法律第二百

二十六号）第九条各号に掲げる機関をいう。）その他の関係機関により構成される協議会

（以下この条において「都道府県連携協議会」という。）を組織するものとする。 

２ 都道府県連携協議会は、その構成員が相互の連絡を図ることにより、都道府県及び保健

所設置市等が定めた予防計画の実施状況及びその実施に有用な情報を共有し、その構成

員の連携の緊密化を図るものとする。 

３～５ （略） 

   第三章 感染症に関する情報の収集及び公表 

（医師の届出） 

第十二条 医師は、次に掲げる者を診断したときは、厚生労働省令で定める場合を除き、第

一号に掲げる者については直ちにその者の氏名、年齢、性別その他厚生労働省令で定める

事項を、第二号に掲げる者については七日以内にその者の年齢、性別その他厚生労働省令

で定める事項を最寄りの保健所長を経由して都道府県知事（保健所設置市等にあっては、

その長。以下この章（次項及び第三項、次条第三項及び第四項、第十四条第一項及び第六

項、第十四条の二第一項及び第七項、第十五条第十三項並びに第十六条第二項及び第三項

を除く。）において同じ。）に届け出なければならない。 

一 一類感染症の患者、二類感染症、三類感染症又は四類感染症の患者又は無症状病原体

保有者、厚生労働省令で定める五類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の患者及

び新感染症にかかっていると疑われる者 

二 厚生労働省令で定める五類感染症の患者（厚生労働省令で定める五類感染症の無症

状病原体保有者を含む。） 

２ （略） 

３ 都道府県知事は、次の各号に掲げる者について第一項の規定による届出を受けたとき

は、当該届出の内容を、電磁的方法により当該各号に定める者に通報しなければならない。 

一 その管轄する区域外に居住する者 当該者の居住地を管轄する都道府県知事（その

居住地が保健所設置市等の区域内にある場合にあっては、その居住地を管轄する保健

所設置市等の長及び都道府県知事） 

二 その管轄する区域内における保健所設置市等の長が管轄する区域内に居住する者 

当該者の居住地を管轄する保健所設置市等の長 

４～１０ （略） 

（獣医師の届出） 

第十三条 獣医師は、一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症又は新型インフル

エンザ等感染症のうちエボラ出血熱、マールブルグ病その他の政令で定める感染症ごと

に当該感染症を人に感染させるおそれが高いものとして政令で定めるサルその他の動物

について、当該動物が当該感染症にかかり、又はかかっている疑いがあると診断したとき 
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は、直ちに、当該動物の所有者（所有者以外の者が管理する場合においては、その者。以

下この条において同じ。）の氏名その他厚生労働省令で定める事項を最寄りの保健所長を

経由して都道府県知事に届け出なければならない。ただし、当該動物が実験のために当該

感染症に感染させられている場合は、この限りでない。 

２ （略） 

（感染症の発生の状況、動向及び原因の調査） 

第十五条 都道府県知事は、感染症の発生を予防し、又は感染症の発生の状況、動向及び原

因を明らかにするため必要があると認めるときは、当該職員に一類感染症、二類感染症、

三類感染症、四類感染症、五類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者、疑似

症患者若しくは無症状病原体保有者、新感染症の所見がある者又は感染症を人に感染さ

せるおそれがある動物若しくはその死体の所有者若しくは管理者その他の関係者に質問

させ、又は必要な調査をさせることができる。 

２ 厚生労働大臣は、感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため緊急の必要が

あると認めるときは、当該職員に一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五

類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者、疑似症患者若しくは無症状病原

体保有者、新感染症の所見がある者又は感染症を人に感染させるおそれがある動物若し

くはその死体の所有者若しくは管理者その他の関係者に質問させ、又は必要な調査をさ

せることができる。 

３ 都道府県知事は、必要があると認めるときは、第一項の規定による必要な調査として当

該職員に次の各号に掲げる者に対し当該各号に定める検体若しくは感染症の病原体を提

出し、若しくは当該職員による当該検体の採取に応じるべきことを求めさせ、又は第一号

から第三号までに掲げる者の保護者（親権を行う者又は後見人をいう。以下同じ。）に対

し当該各号に定める検体を提出し、若しくは当該各号に掲げる者に当該職員による当該

検体の採取に応じさせるべきことを求めさせることができる。 

一 一類感染症、二類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者、疑似症患者若

しくは無症状病原体保有者又は当該感染症にかかっていると疑うに足りる正当な理由

のある者 当該者の検体 

二 三類感染症、四類感染症若しくは五類感染症の患者、疑似症患者若しくは無症状病原

体保有者又は当該感染症にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者 当該者

の検体 

三 新感染症の所見がある者又は新感染症にかかっていると疑うに足りる正当な理由の

ある者 当該者の検体 

四 一類感染症、二類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症を人に感染させるお

それがある動物又はその死体の所有者又は管理者 当該動物又はその死体の検体 

五 三類感染症、四類感染症若しくは五類感染症を人に感染させるおそれがある動物又

はその死体の所有者又は管理者 当該動物又はその死体の検体 

六 新感染症を人に感染させるおそれがある動物又はその死体の所有者又は管理者 当

該動物又はその死体の検体 

七 第一号に定める検体又は当該検体から分離された同号に規定する感染症の病原体を

所持している者 当該検体又は当該感染症の病原体 

八 第二号に定める検体又は当該検体から分離された同号に規定する感染症の病原体を

所持している者 当該検体又は当該感染症の病原体 

九 第三号に定める検体又は当該検体から分離された新感染症の病原体を所持している 
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者 当該検体又は当該感染症の病原体 

十 第四号に定める検体又は当該検体から分離された同号に規定する感染症の病原体を

所持している者 当該検体又は当該感染症の病原体 

十一 第五号に定める検体又は当該検体から分離された同号に規定する感染症の病原体

を所持している者 当該検体又は当該感染症の病原体 

十二 第六号に定める検体又は当該検体から分離された新感染症の病原体を所持してい

る者 当該検体又は当該感染症の病原体 

４～１８ （略） 

   第四章 就業制限その他の措置 

（健康診断） 

第十七条 都道府県知事は、一類感染症、二類感染症、三類感染症又は新型インフルエンザ

等感染症のまん延を防止するため必要があると認めるときは、当該感染症にかかってい

ると疑うに足りる正当な理由のある者に対し当該感染症にかかっているかどうかに関す

る医師の健康診断を受け、又はその保護者に対し当該感染症にかかっていると疑うに足

りる正当な理由のある者に健康診断を受けさせるべきことを勧告することができる。 

２ （略） 

（就業制限） 

第十八条 都道府県知事は、一類感染症の患者及び二類感染症、三類感染症又は新型インフ

ルエンザ等感染症の患者又は無症状病原体保有者に係る第十二条第一項の規定による届

出を受けた場合において、当該感染症のまん延を防止するため必要があると認めるとき

は、当該者又はその保護者に対し、当該届出の内容その他の厚生労働省令で定める事項を

書面により通知することができる。 

２～６ （略） 

（入院） 

第十九条 都道府県知事は、一類感染症のまん延を防止するため必要があると認めるとき

は、当該感染症の患者に対し特定感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機

関に入院し、又はその保護者に対し当該患者を入院させるべきことを勧告することがで

きる。ただし、緊急その他やむを得ない理由があるときは、特定感染症指定医療機関若し

くは第一種感染症指定医療機関以外の病院若しくは診療所であって当該都道府県知事が

適当と認めるものに入院し、又は当該患者を入院させるべきことを勧告することができ

る。 

２～７ （略） 

第二十条 都道府県知事は、一類感染症のまん延を防止するため必要があると認めるとき

は、当該感染症の患者であって前条の規定により入院しているものに対し十日以内の期

間を定めて特定感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関に入院し、又は

その保護者に対し当該入院に係る患者を入院させるべきことを勧告することができる。

ただし、緊急その他やむを得ない理由があるときは、十日以内の期間を定めて、特定感染

症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関以外の病院若しくは診療所であって

当該都道府県知事が適当と認めるものに入院し、又は当該患者を入院させるべきことを

勧告することができる。 

２～５ （略） 

６ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告をしようとする場合には、当該患者又はその

保護者に、適切な説明を行い、その理解を得るよう努めるとともに、都道府県知事が指定 
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する職員に対して意見を述べる機会を与えなければならない。この場合においては、当該

患者又はその保護者に対し、あらかじめ、意見を述べるべき日時、場所及びその勧告の原

因となる事実を通知しなければならない。 

７～８ （略） 

（移送） 

第二十一条 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、前二条の規定により入

院する患者を、当該入院に係る病院又は診療所に移送しなければならない。 

（退院） 

第二十二条 都道府県知事は、第十九条又は第二十条の規定により入院している患者につ

いて、当該入院に係る一類感染症の病原体を保有していないことが確認されたときは、当

該入院している患者を退院させなければならない。 

２ （略） 

３ 第十九条若しくは第二十条の規定により入院している患者又はその保護者は、都道府

県知事に対し、当該患者の退院を求めることができる。 

４ （略） 

（最小限度の措置） 

第二十二条の二 第十六条の三から第二十一条までの規定により実施される措置は、感染

症を公衆にまん延させるおそれ、感染症にかかった場合の病状の程度その他の事情に照

らして、感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため必要な最小限度のもので

なければならない。 

（感染症の診査に関する協議会） 

第二十四条 各保健所に感染症の診査に関する協議会（以下この条において「感染症診査協

議会」という。）を置く。 

２ 病院又は診療所の管理者は、第十九条又は第二十条の規定により入院している患者に

ついて、当該入院に係る一類感染症の病原体を保有していないことを確認したときは、都

道府県知事に、その旨を通知しなければならない。 

３～６ （略） 

（都道府県知事に対する苦情の申出） 

第二十四条の二 第十九条若しくは第二十条の規定により入院している患者又はその保護

者は、当該患者が受けた処遇について、文書又は口頭により、都道府県知事に対し、苦情

の申出をすることができる。 

２～７ （略） 

   第五章 消毒その他の措置 

（準用） 

第二十六条 第十九条から第二十三条まで、第二十四条の二及び前条の規定は、二類感染症

の患者について準用する。この場合において、第十九条第一項及び第三項並びに第二十条

第一項及び第二項中「特定感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関」とあ

るのは「特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関若しくは第二種感染症指定

医療機関」と、第十九条第三項及び第二十条第二項中「特定感染症指定医療機関又は第一

種感染症指定医療機関」とあるのは「特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機

関又は第二種感染症指定医療機関」と、第二十一条中「移送しなければならない」とある

のは「移送することができる」と、第二十二条第一項及び第二項中「一類感染症の病原体

を保有していないこと」とあるのは「二類感染症の病原体を保有していないこと又は当該 
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感染症の症状が消失したこと」と、同条第四項中「一類感染症の病原体を保有しているか

どうか」とあるのは「二類感染症の病原体を保有しているかどうか又は当該感染症の症状

が消失したかどうか」と読み替えるほか、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政

令で定める。 

２ 第十九条から第二十三条まで、第二十四条の二及び前条の規定は、新型インフルエンザ

等感染症の患者について準用する。この場合において、第十九条第一項中「患者に」とあ

るのは「患者（新型インフルエンザ等感染症（病状の程度を勘案して厚生労働省令で定め

るものに限る。）の患者にあっては、当該感染症の病状又は当該感染症にかかった場合の

病状の程度が重篤化するおそれを勘案して厚生労働省令で定める者及び当該者以外の者

であって第四十四条の三第二項の規定による協力の求めに応じないものに限る。）に」と、

同項及び同条第三項並びに第二十条第一項及び第二項中「特定感染症指定医療機関若し

くは第一種感染症指定医療機関」とあるのは「特定感染症指定医療機関、第一種感染症指

定医療機関、第二種感染症指定医療機関若しくは第一種協定指定医療機関」と、第十九条

第三項及び第二十条第二項中「特定感染症指定医療機関又は第一種感染症指定医療機関」

とあるのは「特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関、第二種感染症指定医

療機関又は第一種協定指定医療機関」と、第二十一条中「移送しなければならない」とあ

るのは「移送することができる」と読み替えるほか、これらの規定に関し必要な技術的読

替えは、政令で定める。 

（検体の収去等） 

第二十六条の三 都道府県知事は、一類感染症、二類感染症又は新型インフルエンザ等感染

症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため必要があると認めるときは、第十五条

第三項第七号又は第十号に掲げる者に対し、当該各号に定める検体又は感染症の病原体

を提出すべきことを命ずることができる。 

２ 厚生労働大臣は、一類感染症、二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の発生を予

防し、又はそのまん延を防止するため緊急の必要があると認めるときは、第十五条第三項

第七号又は第十号に掲げる者に対し、当該各号に定める検体又は感染症の病原体を提出

すべきことを命ずることができる。 

３～８ （略） 

（検体の採取等） 

第二十六条の四 都道府県知事は、一類感染症、二類感染症又は新型インフルエンザ等感染

症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため必要があると認めるときは、第十五条

第三項第四号に掲げる者に対し、同号に定める検体を提出し、又は当該職員による当該検

体の採取に応ずべきことを命ずることができる。 

２ 厚生労働大臣は、一類感染症、二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の発生を予

防し、又はそのまん延を防止するため緊急の必要があると認めるときは、第十五条第三項

第四号に掲げる者に対し、同号に定める検体を提出し、又は当該職員による当該検体の採

取に応ずべきことを命ずることができる。 

３～８ （略） 

（感染症の病原体に汚染された場所の消毒） 

第二十七条 都道府県知事は、一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症又は新型

インフルエンザ等感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため必要があると

認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該感染症の患者がいる場所又はい

た場所、当該感染症により死亡した者の死体がある場所又はあった場所その他当該感染 
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症の病原体に汚染された場所又は汚染された疑いがある場所について、当該患者若しく

はその保護者又はその場所の管理をする者若しくはその代理をする者に対し、消毒すべ

きことを命ずることができる。 

２ （略） 

（ねずみ族、昆虫等の駆除） 

第二十八条 都道府県知事は、一類感染症、二類感染症、三類感染症又は四類感染症の発生

を予防し、又はそのまん延を防止するため必要があると認めるときは、厚生労働省令で定

めるところにより、当該感染症の病原体に汚染され、又は汚染された疑いがあるねずみ族、

昆虫等が存在する区域を指定し、当該区域の管理をする者又はその代理をする者に対し、

当該ねずみ族、昆虫等を駆除すべきことを命ずることができる。 

２ （略） 

（物件に係る措置） 

第二十九条 都道府県知事は、一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症又は新型

インフルエンザ等感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため必要があると

認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該感染症の病原体に汚染され、又

は汚染された疑いがある飲食物、衣類、寝具その他の物件について、その所持者に対し、

当該物件の移動を制限し、若しくは禁止し、消毒、廃棄その他当該感染症の発生を予防し、

又はそのまん延を防止するために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

２ （略） 

（死体の移動制限等） 

第三十条 都道府県知事は、一類感染症、二類感染症、三類感染症又は新型インフルエンザ

等感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため必要があると認めるときは、当

該感染症の病原体に汚染され、又は汚染された疑いがある死体の移動を制限し、又は禁止

することができる。 

２ 一類感染症、二類感染症、三類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の病原体に汚染

され、又は汚染された疑いがある死体は、火葬しなければならない。ただし、十分な消毒

を行い、都道府県知事の許可を受けたときは、埋葬することができる。 

３ 一類感染症、二類感染症、三類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の病原体に汚染

され、又は汚染された疑いがある死体は、二十四時間以内に火葬し、又は埋葬することが

できる。 

（生活の用に供される水の使用制限等） 

第三十一条 都道府県知事は、一類感染症、二類感染症又は三類感染症の発生を予防し、又

はそのまん延を防止するため必要があると認めるときは、当該感染症の病原体に汚染さ

れ、又は汚染された疑いがある生活の用に供される水について、その管理者に対し、期間

を定めて、その使用又は給水を制限し、又は禁止すべきことを命ずることができる。 

２ 市町村は、都道府県知事が前項の規定により生活の用に供される水の使用又は給水を

制限し、又は禁止すべきことを命じたときは、同項に規定する期間中、都道府県知事の指

示に従い、当該生活の用に供される水の使用者に対し、生活の用に供される水を供給しな

ければならない。 

（建物に係る措置） 

第三十二条 都道府県知事は、一類感染症の病原体に汚染され、又は汚染された疑いがある

建物について、当該感染症のまん延を防止するため必要があると認める場合であって、消

毒により難いときは、厚生労働省令で定めるところにより、期間を定めて、当該建物への
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立入りを制限し、又は禁止することができる。 

２ （略） 

（交通の制限又は遮断） 

第三十三条 都道府県知事は、一類感染症のまん延を防止するため緊急の必要があると認

める場合であって、消毒により難いときは、政令で定める基準に従い、七十二時間以内の

期間を定めて、当該感染症の患者がいる場所その他当該感染症の病原体に汚染され、又は

汚染された疑いがある場所の交通を制限し、又は遮断することができる 

（必要な最小限度の措置） 

第三十四条 第二十六条の三から前条までの規定により実施される措置は、感染症の発生

を予防し、又はそのまん延を防止するため必要な最小限度のものでなければならない。 

第六章 医療 

第一節 医療措置協定等 

（公的医療機関等並びに地域医療支援病院及び特定機能病院の医療の提供の義務等） 

第三十六条の二 都道府県知事は、新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が

行われたときから新型インフルエンザ等感染症等と認められなくなった旨の公表等が行

われるまでの間（以下この項、次条第一項及び第三十六条の六第一項において「新型イン

フルエンザ等感染症等発生等公表期間」という。）に新型インフルエンザ等感染症、指定

感染症又は新感染症に係る医療を提供する体制の確保に必要な措置を迅速かつ適確に講

ずるため、厚生労働省令で定めるところにより、当該都道府県知事が管轄する区域内にあ 

る医療法第七条の二第一項各号に掲げる者が開設する医療機関、独立行政法人国立病院

機構、独立行政法人労働者健康安全機構及び国その他の法人が開設する医療機関であっ

て厚生労働省令で定めるもの（以下「公的医療機関等」という。）並びに地域医療支援病

院（同法第四条第一項の地域医療支援病院をいう。以下同じ。）及び特定機能病院（同法

第四条の二第一項の特定機能病院をいう。以下同じ。）の管理者に対し、次に掲げる措置

のうち新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間において当該医療機関が講ずべき

もの（第一号から第五号までに掲げる措置にあっては、新型インフルエンザ等感染症、指

定感染症又は新感染症に係る医療を提供する体制の確保に必要な措置を迅速かつ適確に

講ずるものとして、厚生労働省令で定めるものに限る。）及び当該措置に要する費用の負

担の方法その他の厚生労働省令で定める事項について、通知するものとする。 

一 新型インフルエンザ等感染症若しくは指定感染症の患者又は新感染症の所見がある

者を入院させ、必要な医療を提供すること。 

二 新型インフルエンザ等感染症若しくは指定感染症の疑似症患者若しくは当該感染症

にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者又は新感染症にかかっていると疑

われる者若しくは当該新感染症にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者の

診療を行うこと。 

三 第四十四条の三の二第一項（第四十四条の九第一項の規定に基づく政令によって準

用される場合を含む。）又は第五十条の三第一項の厚生労働省令で定める医療を提供す

ること及び第四十四条の三第二項（第四十四条の九第一項の規定に基づく政令によっ

て準用される場合を含む。）又は第五十条の二第二項の規定により新型インフルエンザ

等感染症若しくは指定感染症の患者又は新感染症の所見がある者の体温その他の健康

状態の報告を求めること。 

四 前三号に掲げる措置を講ずる医療機関に代わって新型インフルエンザ等感染症若し

くは指定感染症の患者又は新感染症の所見がある者以外の患者に対し、医療を提供す
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ること。 

五 第四十四条の四の二第一項に規定する新型インフルエンザ等感染症医療担当従事者、

同項に規定する新型インフルエンザ等感染症予防等業務関係者、第四十四条の八にお

いて読み替えて準用する同項に規定する指定感染症医療担当従事者、同条において読

み替えて準用する同項に規定する指定感染症予防等業務関係者、第五十一条の二第一

項に規定する新感染症医療担当従事者又は同項に規定する新感染症予防等業務関係者

を確保し、医療機関その他の機関に派遣すること。 

六 その他厚生労働省令で定める措置を実施すること。 

２ 公的医療機関等並びに地域医療支援病院及び特定機能病院の管理者は、前項の規定に

よる通知を受けたときは、当該通知に基づく措置を講じなければならない。 

３ （略） 

（医療機関の協定の締結等） 

第三十六条の三 都道府県知事は、新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間に新型

インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症に係る医療を提供する体制の確保に

必要な措置を迅速かつ適確に講ずるため、当該都道府県知事が管轄する区域内にある医

療機関の管理者と協議し、合意が成立したときは、厚生労働省令で定めるところにより、

次に掲げる事項をその内容に含む協定（以下「医療措置協定」という。）を締結するもの

とする。 

一 前条第一項各号に掲げる措置のうち新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間 

において当該医療機関が講ずべきもの 

二 第五十三条の十六第一項に規定する個人防護具の備蓄の実施について定める場合に

あっては、その内容 

三 前二号の措置に要する費用の負担の方法 

四 医療措置協定の有効期間 

五 医療措置協定に違反した場合の措置 

六 その他医療措置協定の実施に関し必要な事項として厚生労働省令で定めるもの 

２ 前項の規定による協議を求められた医療機関の管理者は、その求めに応じなければな

らない。 

３～６ （略） 

（感染を防止するための報告又は協力） 

第四十四条の三 都道府県知事は、新型インフルエンザ等感染症のまん延を防止するため

必要があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該感染症にかかって

いると疑うに足りる正当な理由のある者に対し、当該感染症の潜伏期間を考慮して定め

た期間内において、当該者の体温その他の健康状態について報告を求め、又は当該者の居

宅若しくはこれに相当する場所から外出しないことその他の当該感染症の感染の防止に

必要な協力を求めることができる。 

２ 都道府県知事は、新型インフルエンザ等感染症（病状の程度を勘案して厚生労働省令で

定めるものに限る。次条第一項において同じ。）のまん延を防止するため必要があると認

めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該感染症の患者に対し、当該感染症

の病原体を保有していないことが確認されるまでの間、当該者の体温その他の健康状態

について報告を求め、又は宿泊施設（当該感染症のまん延を防止するため適当なものとし

て厚生労働省令で定める基準を満たすものに限る。第十一項及び同条第一項において同

じ。）若しくは当該者の居宅若しくはこれに相当する場所から外出しないことその他の当



70 

 

該感染症の感染の防止に必要な協力を求めることができる。 

３ 前二項の規定により報告を求められた者は、正当な理由がある場合を除き、これに応じ 

なければならず、前二項の規定により協力を求められた者は、これに応ずるよう努めなけ 

ればならない。 

４～１１ （略） 

（建物に係る措置等の規定の適用） 

第四十四条の四 国は、新型インフルエンザ等感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防 

止するため、特に必要があると認められる場合は、二年以内の政令で定める期間に限り、 

政令で定めるところにより、当該感染症を一類感染症とみなして、第二十八条及び 

第三十一条から第三十六条まで、第十三章及び第十四章の規定（第二十八条又は第三十一 

条から第三十三条までの規定により実施される措置に係る部分に限る。）の全部又は一部 

を適用することができる。 

２～４ （略）  

第八章 新感染症 

（新感染症の所見がある者の入院） 

第四十六条 都道府県知事は、新感染症のまん延を防止するため必要があると認めるとき

は、新感染症の所見がある者（新感染症（病状の程度を勘案して厚生労働省令で定めるも

のに限る。）の所見がある者にあっては、当該新感染症の病状又は当該新感染症にかかっ

た場合の病状の程度が重篤化するおそれを勘案して厚生労働省令で定める者及び当該者 

以外の者であって第五十条の二第二項の規定による協力の求めに応じないものに限る。）

に対し十日以内の期間を定めて特定感染症指定医療機関若しくは第一種協定指定医療機

関に入院し、又はその保護者に対し当該新感染症の所見がある者をこれらの医療機関に

入院させるべきことを勧告することができる。ただし、緊急その他やむを得ない理由があ

るときは、特定感染症指定医療機関及び第一種協定指定医療機関以外の病院又は診療所

であって当該都道府県知事が適当と認めるものに入院し、又は当該新感染症の所見があ

る者を入院させるべきことを勧告することができる。 

２～７ （略） 

（新感染症の所見がある者の移送） 

第四十七条 都道府県知事は、前条の規定により入院する新感染症の所見がある者を当該

入院に係る病院に移送しなければならない。 

第十章 感染症の病原体を媒介するおそれのある動物の輸入に関する措置 

（輸入禁止） 

第五十四条 何人も、感染症を人に感染させるおそれが高いものとして政令で定める動物

（以下「指定動物」という。）であって次に掲げるものを輸入してはならない。ただし、

第一号の厚生労働省令、農林水産省令で定める地域から輸入しなければならない特別の

理由がある場合において、厚生労働大臣及び農林水産大臣の許可を受けたときは、この限

りでない。 

一 感染症の発生の状況その他の事情を考慮して指定動物ごとに厚生労働省令、農林水 

産省令で定める地域から発送されたもの 

二 前号の厚生労働省令、農林水産省令で定める地域を経由したもの 

（輸入検疫） 

第五十五条 指定動物を輸入しようとする者（以下「輸入者」という。）は、輸出国におけ

る検査の結果、指定動物ごとに政令で定める感染症にかかっていない旨又はかかってい



71 

 

る疑いがない旨その他厚生労働省令、農林水産省令で定める事項を記載した輸出国の政 

府機関により発行された証明書又はその写しを添付しなければならない。 

２ 指定動物は、農林水産省令で定める港又は飛行場以外の場所で輸入してはならない。 

３ 輸入者は、農林水産省令で定めるところにより、当該指定動物の種類及び数量、輸入の

時期及び場所その他農林水産省令で定める事項を動物検疫所に届け出なければならない。

この場合において、動物検疫所長は、次項の検査を円滑に実施するため特に必要があると

認めるときは、当該届出をした者に対し、当該届出に係る輸入の時期又は場所を変更すべ

きことを指示することができる。 

４ 輸入者は、動物検疫所又は第二項の規定により定められた港若しくは飛行場内の家畜

防疫官が指定した場所において、指定動物について、第一項の政令で定める感染症にか 

かっているかどうか、又はその疑いがあるかどうかについての家畜防疫官による検査を

受けなければならない。ただし、特別の理由があるときは、農林水産大臣の指定するその

他の場所で検査を行うことができる。 

５ 家畜防疫官は、前項の検査を実施するため必要があると認めるときは、当該検査を受け

る者に対し、必要な指示をすることができる。 

６ 前各項に規定するもののほか、指定動物の検疫に関し必要な事項は、農林水産省令で定

める。 

第十四章 雑則 

（保健所設置市等） 

第六十四条 保健所設置市等にあっては、第四章から第六章（第一節及び第二節を除く。）

まで、第七章から第九章まで及び第十章から前章までの規定（第三十八条第一項、第二項、

第五項から第八項まで、第十項及び第十一項（同条第二項、第十項及び第十一項の規定に

あっては、結核指定医療機関に係る部分を除く。）、第四十条第三項から第五項まで、第四

十三条（結核指定医療機関に係る部分を除く。）、第四十四条の三第十一項（第五十条の二

第四項において準用する場合を含む。）、第四十四条の三の五、第四十四条の三の六、第四

十四条の四の二及び第四十四条の四の三（これらの規定を第四十四条の八において準用

する場合を含む。）、第五十条の六、第五十条の七、第五十一条の二、第五十一条の三、第

五十三条の二第三項、第五十三条の七第一項、第五十六条の二十七第七項並びに第六十条

第一項から第三項（検査等措置協定に係る部分を除く。）までを除く。）並びに第六十三条

の二中「都道府県知事」とあるのは「保健所設置市等の長」と、「都道府県」とあるのは

「保健所設置市等」とする。 

 



  


